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「ねんきん特別便」

○ 平成19年12月からこれまでに全ての受給者・加入者約１億９百万人に送付し、国民の皆様に記録を確認いただい
ており、このうち約7,911万人（21年8月末現在）から回答をいただき、このうち、約94%の方（約7,411万人）の年金記
録の確認作業が終了した。

【全体】 調査中【全体】

499

調査中

（6%）

未回答 回答

訂正なし
・確認済回答

6,855

確認済

確認
作業完了

7,911
2,715

（74%）

（26%）

（87%）
（94%）

送付数 10 873万人

557
訂正・統合済

（7%）
送付数 10,873万人
このうち、住所変更が行われていないことにより、

「ねんきん特別便」が送付できなかったもの 247万人

単位：万人
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【受給者】 このうち11万人は、「訂正なし」
との回答があったものについて、
現在、フォローアップ照会を実施
しているもの

未回答 531(14%)

名寄せ便 36

（1%）
全員便 495

（13%）
名寄せ便 264

（7%）

全員便 2,888

（78%）

（13%）

調査中

381
名寄せ便 55(1%)送付数 3,695万人

うち 住所変更が行われ な と より

回答 3,152(85%)

381

(8%) 全員便 326(7%)

名寄せ便 140

このうち、住所変更が行われていないことにより、
「ねんきん特別便」が送付できなかったもの 13万人

【加入者】

訂正なし

・確認済

4 000

名寄せ便 140

(3%)

全員便 3,860(81%)

全員便 4,288

全員便 1,966

（28%）

名寄せ便 218

（3%）

未回答 2,184(31%)

4,000

(84%)

訂正・統合済

名寄せ便 277

(6%)

全員便 10121年8月末現在
回答 4,759(69%)

（62%）

名寄せ便 471

（7%）

訂正 統合済

378

(8%)

全員便 101

(2%)
送付数 7,178万人
このうち、住所変更が行われていないことにより、

「ねんきん特別便」が送付できなかったもの 234万人

21年8月末現在

単位：万人
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フォローアップ照会、厚生年金旧台帳に係る調査

受給者に対する名寄せ特別便のフォローアップ照会

厚生年金旧台帳等の記録（約1466万件）に係る調査

○平成20年3月までに年金受給者の方に送付した「名寄せ特別便」に対して「訂正なし」との回答をいただいた方、及び
２回の「回答のお願い」の送付等を行い、なお未回答の方のうち未統合記録が結び付く可能性の高い方約88万人を対象
として、電話や訪問による照会を行うこととし、平成21年8月末時点で約66万人の方と接触し、そのうち約８割の方に
ついて、ご本人の記録であると確認できた。

88万人 66万人 51万人

「訂正なし」「未回答」のうち対象者 照会済み ご本人の記録と確認

【フォローアップ照会の状況（平成21年8月末現在）】

○社会保険庁においてマイクロフィルムの形で保管されている厚生年金旧台帳等の記録と基礎年金番号との突合せの結果、
旧台帳の記録がご本人の記録である可能性がある方約68万人に対して、平成20年5月に「年金加入記録の確認の
お知らせ」を送付し、このうち約58万人(平成21年8月末現在）から回答をいただいた。その後、回答をいただいた方
に電話や訪問による調査を行うこととし、約51万人の方と接触し、そのうち約８割の方について、ご本人の記録
であると確認できた。

68万人 58万人

「記録のお知らせ」送付対象者 回答

【厚生年金旧台帳等の記録に係る調査の状況（平成21年8月末現在）】

51万人 41万人

照会済み ご本人の記録と確認

照会中

22万人

情報提供を行ったが、ご本人の記録
と確認できなかった

15万人

未回答

10万人 7万人

照会中

情報提供を行ったが、ご本人の記録
と確認できなかった

10万人
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○ 「ねんきん特別便」による記録確認の取組と並行して、未統合記録の内容に応じた様々な方法に
よる解明作業に計画的に取り組む。

○ 18年６月に5,095万件あった未統合の記録のうち、既に統合済みの記録は1,257万件に増加、
今後解明を進め、一定の時点において開示等を検討する記録は1,028万件まで減少。

【未統合記録の統合・解明状況について】

（19年12月） （21年9月）

・基礎年金番号に統合済みの記録
310万件 1257万件

・その他一定の解明がなされた記録（死亡・脱退手当金受領等）
1240万件 1603万件

・名寄せにより特別便を送付した記録
1100万件 654万件

・解明作業が進展中の記録（住基ネット調査、旧姓による調査等）
553万件

・今後解明を進め、一定の時点において開示等を検討する記録

2445万件 1028万件

計 5095万件 計 5095万件

未統合記録の解明
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１　死亡が判明した者等の記録 360 7.1% 653 12.8% 293 ・解明作業の進展による増

　①　死亡の届出がされている記録等 360 7.1% 407 8.0% 47

　②　住基ネット調査で「５年以内死亡者」と判明した記録 66 1.3% 66

　③　既に死亡している受給者等の記録との突合せで該当した記録 180 3.5% 180

２　脱退手当金の受給等により新たな受給に結びつかないと考えら
  　れる記録

460 9.0% 571 11.2% 111

３　５千万件中、複数の手帳記号番号を保有していると考えられる
　　者の記録（重複分のみ計上）

420 8.2% 379 7.4% -41 ・記録の統合等の進展による減

４ 平成18年６月１日以降基礎年金番号に統合済みの記録 310 6.1% 1,257 24.7% 947

2,860 56.1%

増減

（万件）

1,310

平成21年９月

（万件） 割　合

・解明作業の進展による増

平成19年12月

（万件） 割　合

1,550

未 統 合 記 録 の 全 体 像 〔 平成21年９月 〕

記　録　の　内　容 増減の主な要因、備考

・ねんきん特別便の送付や日々の相談・裁定等を契機とし

30.4%

○　18年６月からの統合済み件数｢４｣は、1257万件【19年12月より947万件増加】(うち「名寄せ特別便」の送付対象｢５｣は、518万件)

○　その他一定の解明がなされた記録｢１｣～｢３｣は、1603万件【19年12月より363万件増加】

○　今後解明を進め、一定の時点において開示等を検討する記録｢７｣は、1028万件【19年12月より1417万件減少】

○　住基ネットの活用等により、553万件の解明作業が進展｢６｣

４　平成18年６月１日以降基礎年金番号に統合済みの記録 310 6.1% 1,257 24.7% 947

５　名寄せにより基礎年金番号の記録と結びつく可能性があり、
　　「名寄せ特別便」を送付した記録（｢４｣計上分を除く）

・記録の統合が進んだことによる減

  ①　年金受給者との名寄せ 300 5.9% 197 3.9% -138
  ②　被保険者との名寄せ 800 15.7% 464 9.1% -382

６　解明作業が進展中の記録 ・解明作業の進展による増

　①　氏名等の補正処理が完了した「漢字カナ変換の使用により
　　　名寄せされなかった記録」

82 1.6% 82 ・このうち基礎年金番号の記録と結びつく可能性がある記
録等について「記録確認のお知らせ」を送付

　②　住基ネット調査で「生存者」と判明した記録 326 6.4% 326

　③　旧姓データを活用した調査により特定された「婚姻等により
　　　氏名を変更していると考えられる者の記録」

102 2.0% 102

　④　払出簿による氏名等の補正後に、基礎年金番号の記録と結び
　　　つく可能性がある記録

43 0.8% 43

７　今後解明を進め、一定の時点において開示等を検討する記録 ・解明作業及び記録の統合が進んだことによる減

　・死亡していると考えられる者の記録
  ・海外居住者
　・届出誤り（誤った氏名・生年月日）により収録された記録　等

計 5,095 100.0%

654 12.8%

553 10.9%

-518

553

-1,4171,028 20.2%

ねんきん特別便の送付や日々の相談 裁定等を契機とし
て、記録の統合が進んだことによる増

1,100 21.6%

2,445 48.0%

　（※名寄せは1172万件が最終結果のため、「増減」欄は
　　1172万件からの減少数）

・各種解明作業を行うとともに、一定の時点において開示
等により解明・統合を進めることを検討

○「平成19年12月」は、平成19年９月14日時点のデータ（ただし、統合済み記録数は11月９日時点、名寄せ件数は12月11日時点）をベースに作成

5,095 100.0%

○ 平成19年12月」は、平成19年９月14日時点のデ タ（ただし、統合済み記録数は11月９日時点、名寄せ件数は12月11日時点）を スに作成
○「平成21年９月」は、平成21年９月25日時点のデータ（ただし、統合済み記録数は９月30日時点）をベースに作成
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再裁定処理体制の強化

現在の状況

○ 21年3月末時点で、全体としては、進達されてから支払いまでに、6か月程度を要していたところ。
任期付き職員等の処理能力の向上、社保事務局からの支援の充実、再裁定処理システムの機能
強化により、本年8月には、処理期間が3ヶ月に短縮された。

【再裁定の処理件数及び処理体制】
（20年12月） （21年4月） （21年8月）

処理件数 8万件／月 19万件／月 17万件／月
処理体制 280人 486人 475人

支払までの期間 7ヶ月 6ヶ月 3ヶ月
※ 本年夏にかけては、再裁定処理の複雑な事案を重点的に処理しているため、処理件数が若干減少している。

これまでの取組

○ 「ねんきん特別便」による記録の統合などにより、再裁定の申出が増加していることにより、再裁
定の処理に要する期間が長めになっているため、再裁定に必要な複雑な事務処理に精通した職員
の集中配置、再裁定処理システムの機能を強化する等体制を強化。

【『記録の訂正（追加・統合）』に伴う裁定の変更（再裁定）処理及び時効特例給付支給までの事務処理の流れ】

受給権者 第三者委員会 社会保険事務所 社会保険業務センター

記録確認の申し込み

ねんきん特別便

来訪相談

「再裁定処理」による増額分支払
（受付時から5年間遡及）

「時効特例給付」支払

記録訂正のあっせん

記
録
の
訂
正

○再裁定入力処理
○時効特例給付該当
有無の調査

○時効特例給付額の
算出・入力処理

該当

毎月15日支払い

毎月15日支払い

（※記録統合の回答）
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◆再裁定の受付件数、処理件数 （単位:万件）

区   　分
平成20年

１月
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成21年

１月
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

８月
(速報値）

20年1月～
21年8月
（累計）

受付件数 1.9 3.2 5.3 8.3 9.6 12.2 11.3 15.0 14.4 12.5 11.7 10.5 12.2 9.1 10.7 10.4 10.9 9.6 9.3 9.9 198.0

処理件数 1.6 1.9 1.5 1.6 2.0 2.3 2.4 2.6 2.5 5.0 6.8 8.6 10.1 13.0 19.1 19.1 19.0 19.0 18.1 16.6 172.7

未処理件数
（期末現在）

3.8 5.2 8.9 15.6 23.2 33.0 42.0 54.4 66.4 73.8 78.7 80.6 82.8 78.9 70.4 61.7 53.6 44.2 35.5 28.8 ―

◆再裁定の処理体制の推移 （月末時点）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

体制 38人 61人 56人 56人 82人 101人 110人 127人 145人 203人 226人 280人 318人 466人 466人 486人 483人 483人 483人 475人

（注）上記の体制は、常勤職員、任期付職員、非常勤職員、派遣職員、地方社会保険事務局からの支援職員を含んでいる。

記録の統合等に伴う年金額の再裁定等について

　※　平成２１年８月分については、本日時点の速報値であり、最終的な数値は異なる可能性がある。

○　社会保険業務センターに進達されてから支払いまでの処理期間については、８月時点では全体として３ヶ月程度に短縮したところ。

○　再裁定の迅速化のため、これまで再裁定に必要な複雑な事務処理に精通した職員の集中配置（センター内の職員の再配置や本庁及び地方社会保険事務局
　からの支援）、新たに採用する任期付き職員の重点配置、派遣職員の配置等により事務処理体制の強化を図るとともに、再裁定処理システム等の機能強化
　を図ってきたところであり、平成２１年１月から３月にかけて再裁定の処理件数が大幅に伸び、未処理件数も減少傾向に転じている。

○　記録の統合等に伴う年金額の再裁定については、社会保険事務所が再裁定の申出を社会保険業務センターに進達し、同センターにおいて実施している。

平成２１年１０月１６日

社 会 保 険 庁
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◆時効特例給付処理の受付件数、処理件数 （単位:万件）

区   　分
平成20年

１月
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成21年

１月
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

８月
(速報値）

20年1月～
21年8月
（累計）

受付件数 1.0 1.1 1.1 1.2 1.8 1.6 1.6 1.7 1.6 1.6 2.3 3.7 10.4 8.2 11.3 18.7 13.0 9.6 13.9 11.0 116.3

処理件数 0.5 0.5 0.5 0.5 1.0 2.0 1.1 1.2 1.4 1.6 2.0 2.6 5.2 9.3 9.9 15.2 11.1 8.0 10.2 8.8 92.3

未処理件数
（期末現在）

3.1 3.7 4.4 5.0 5.8 5.4 5.9 6.4 6.6 6.6 7.0 8.1 13.3 12.3 13.7 17.2 19.1 20.7 24.4 26.6 －

◆時効特例給付の処理体制の推移 （月末時点）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

体制 70人 80人 80人 71人 87人 121人 121人 121人 143人 138人 146人 138人 139人 141人 151人 176人 176人 176人 176人 187人

（注）平成21年4月からの体制は、再裁定処理の派遣職員10名及び地方社会保険事務局からの支援職員15名を含んでいる。

時効特例給付について

○　記録の統合等に伴い新たに判明した年金記録の追加による新規裁定及び再裁定処理にかかる時効特例給付については、社会保険事務所
　が時効特例給付の申出を社会保険業務センターに進達し、同センターにおいて実施している。

○　再裁定処理の進捗とともに、時効特例給付の要処理件数も急増しているため、任期付職員の配置及び派遣職員の配置等により事務処理
　体制の強化を図ってきたところであり、さらに、時効特例給付処理システムの改善等に取り組み、できる限り早期の支払を目指すことと
　している。

○　時効特例給付については、再裁定の支払いから２ヶ月から３ヶ月程度の処理期間となっている。

平成２１年１０月１６日

社 会 保 険 庁
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「ねんきん定期便」

○ 平成21年4月より、現役加入者の方に対し、誕生月に「ねんきん定期便」を送付し、年金記録に関する情報の提
供を開始した。
平成21年8月末日までに約2,742万人(4月2日～9月1日生まれの方)に対し、「ねんきん定期便」を送付した。

送付件数 約2,742万件《平成２１年４月～８月送付分》

オレンジ色の封筒で送付

約2,630万件

約111万件

空色の封筒で送付

送付封筒種類別

標準報酬月額に誤りがある
可能性のある方に対し、

お知らせを同封

約22万件

名寄せ特別便で「訂正なし」
と回答した方に対し、

名寄せ記録の一部を同封

名寄せ特別便に未回答の
方に対し、名寄せ記録の
一部を同封し、回答勧奨

全員特別便に
未回答の方への回答勧奨

約25万件 約65万件 約884万件

「ねんきん特別便」の回答勧奨等

標準報酬の遡及訂正事案

(a+b+c) (a) (b)

(c)

回答件数 約215万件

※業務センター受付分のみの集計
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ねんきん定期便専用ダイヤルにおける電話相談状況（平成21年4月～9月第5週）

総呼数 応答呼数（ねんきん定期便関係） 応答呼数（ねんきん特別便関係） 応答率（件）
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国民年金特殊台帳とコンピュータ記録との突合せ

○ 年金記録については、国民年金は昭和59年以降、厚生年金は昭和61年以降、それぞれオンライ
ン化しコンピュータに直接入力するようになったが、それ以前の記録は合計約８．５億件の紙台帳
（マイクロフィルムを含む）として保管されているところであるが、そのうち、約０．３億件の国民年金
特殊台帳について、平成２０年５月から実施しているところ。

【国民年金特殊台帳とコンピュータ記録の突合せの進捗状況】

対象予定数
約3,096万件

① 確認済
約3,096万件

（100%） ③ 要二次審査
約775万件

② 一致
約2,321万件

④ 審査済
約630万件 ⑥ 補正あり

190,347件

⑤ 補正なし
約611万件

第一次審査 第二次審査

（第一次審査は2月末に全て終了。第二次審査は７月末時点）

突合せ完了
約2,951万件（95%）
（②＋⑤＋⑥）
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○ 不適正な処理の可能性がある記録（約6.9万件）のうち厚生年金の受給者（約２万件）について、20年10
月16日から、戸別訪問を開始し、本年３月末までに概ね終了。
（参考） 不適正な処理の可能性がある記録（約6.9万件）は次の3条件のすべてに該当。

① 標準報酬月額の引き下げ処理と同日若しくは翌日に資格喪失処理が行われている。
② 5等級以上遡及して標準報酬月額が引き下げられている。
③ 6か月以上遡及して標準報酬月額が引き下げられている。

※戸別訪問の実施状況（平成21年7月1日公表）
訪問件数 19,188件（21年3月31日までの訪問実施分）

＊事務所職員の関与を窺わせるような内容の回答をされた方
1,335件(7.0%)

うち、具体性のある内容の回答をされた方 211件(1.1%)

○ 19年12月から20年10月までにすべての年金受給者・加入者に「ねんきん特別便」を送付するとともに、
加入者については21年4月から標準報酬等の情報を含む「ねんきん定期便」を順次送付することを通じ
て、標準報酬や資格喪失日の記録を本人に確認していただき、被害者救済を進めている。

事案の概要

○ 年金記録確認第三者委員会によるあっせん事案の中に、標準報酬月額等を遡及訂正したものが存在して
おり、社会保険事務所の当時の事務処理の合理性が疑われるものがある。

○ このため、第三者委員会によるあっせん事案など17事案の調査を行ったところ、社会保険庁の職員の関与
が考えられる事案が１件確認された。（20年9月9日公表）

これまでの取組み

標準報酬・資格喪失の遡及訂正事案

遡及訂正処理が行われた期間における事業所での立場 年金記録の確認状況

（2%）（24%）

（21%）

（53%）

（32%）（14%）

事実と

相違な

し, 

6128
事実と

相違あ

り, 

10436

不明, 

2624

(54%）
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○ 従業員であった方の事案であって、本人が保有する給与明細書等や雇用保険の記録等により勤務や給
与の実態が確認できる場合や、前記3条件全てに該当する約6.9万件について事業主等や社会保険事務
所への調査により事実に反する処理が行われたと認められる場合については、第三者委員会に送付する
ことなく、社会保険事務所において記録訂正（職権訂正）を行うこととした。

※ 社会保険事務所における記録訂正の状況（21年9月30日現在） 546件
（うち、約２万件の戸別訪問の対象者 474件(*)）

＊約2万件の戸別訪問において、従業員事案で「記録が事実と相違あり」かつ「記録訂正の意思あり」との回答があった件数：1,535件
（21年3月31日までの訪問実施分）

○ 社会保険事務所段階で職権訂正を行った事案等について、同一事業所に同一時期に勤務していた被保
険者であって、同様の遡及訂正が行われている「同僚被保険者」が確認できた場合は、本人に確認のう
え、従業員事案であるものについて、包括的に職権訂正を行うこととした。

＊ 21年7月31日までに社会保険事務所段階で職権訂正を行った事案については、「同僚被保険者」として約4,700件が把握されており、こうした事案について
今後さらに社会保険事務所から本人に対して文書による連絡を行うこと等を通じて確認作業を行い、記録訂正を進める。

○ 約2万件の戸別訪問において事務所職員の関与を窺わせるような内容の回答があった事案について、職
員の関与に関する調査を順次実施。

今後の対応

○ 21年4月から送付している「ねんきん定期便」 （※）や21年12月に送付を開始する厚生年金受給者等への
標準報酬月額等のお知らせ「厚生年金加入記録のお知らせ（受給者等）」 （※）などを通じて、本人による記
録確認を進めるとともに、前記３条件のそれぞれに該当する記録や資格喪失日の遡及訂正処理について
のサンプル調査等を行う。

（※）前記3条件のいずれかに該当する方（延べ約144万件）については、注意喚起を行う文書を同封（約2万件の戸別訪問の対象者を除く。）。

○ こうした取組みを通じて、さらに社会保険事務所段階での職権訂正や「同僚被保険者」への確認作業等に
取り組み、被害者救済を進める。
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厚生年金保険における不適正な遡及訂正処理の可能性のある記録の社会保険事務所段階に 

おける記録訂正の状況等について（平成２１年９月３０日現在） 

 

 

１．社会保険事務所段階における記録訂正の事案数（累計）     ５４６件 

   

＊ ５４６件の内訳は、事業所の全喪日以後に、遡及して標準報酬月額の記録が訂正されていたものが５２３件、遡及して資格

喪失日の記録が訂正されていたものが３８件（重複して該当するものが１８件）、遡及して被保険者記録が取り消されていたも

のが３件。 

 

 

２．約２万件の戸別訪問の対象事案の状況 

 

＊ 社会保険事務所段階における記録訂正は、従業員であった方で「記録が事実と相違あり」かつ「記録訂正の意思あり」と回

答された方であることが前提。 

→   このような方は、本年３月３１日時点で、 １，５３５件 

 

①  社会保険事務所段階における記録訂正が完了しているもの（累計）                               ４７４件（注 1） 

 

 

② 従業員であった方の事案であって、年金記録確認第三者委員会への送付が完了しているもの（累計） ９１４件（注 2） 

 

（注１） この４７４件は、上記１の５４６件の内数（本年４月以降に戸別訪問を行った事案を３件含む）。 

（注２） 上記のほか、事業主又は役員であった方の事案であって、年金記録確認第三者委員会への送付が完了しているもの（累計）：２，０１１件（本年４月以降に戸別訪

問を行った事案を１０件含む） 
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「厚生年金加入記録のお知らせ（受給者等）」 

 

○ 目的 

 平成２０年９月に開催された年金問題関係閣僚会議において報告した方針に沿って、厚生年金受給者等に対し、標準報酬月額の情報

を含むお知らせを送付し、標準報酬月額及び資格期間を確認していただくもの。 

（参考）平成２０年９月９日 「年金記録問題関係閣僚会議」資料（抜粋） 

「平成２１年中に、厚生年金受給者全員に対し、標準報酬月額の情報を含むお知らせの送付を開始し、標準報酬月額及び資格喪失日の記録を確認し

ていただく。 

  これについては、受給者から、記録が事実と相違していると申し出があったものについて、社会保険事務所の事務処理や事業主等について調査

を行うものとする。」 

 

○ 送付対象としている方 

・年金を受給している方で、厚生年金保険又は船員保険の加入期間がある方（現在、被保険者である方を除く。）。 

・６０歳以上の年金を受給していない方であって、基礎年金番号を有し、厚生年金保険又は船員保険の加入期間がある方（現在、被保

険者である方を除く。）。 

 

○ 送付時期 

  平成２１年１２月から送付を開始し、１年をかけて送付。 

 

 

（参考２） 
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○ お知らせする内容 

・厚生年金保険、船員保険及び国民年金の加入履歴 

※共済組合員期間、合算対象期間については、表示しない。 

※厚生年金基金の加入期間を表示する。 

※昭和 36 年 4 月以降、かつ、20 歳以上 60 歳未満の間で、厚生年金保険、船員保険及び国民年金のいずれにも加入していない期

間がある場合には、その旨を表示。 

・厚生年金保険及び船員保険の標準報酬月額（・標準賞与額）の月別状況 

※事業所単位、暦年及び千円単位で表示する。 

 

○同封物 

・注意喚起文書：不適正な遡及訂正処理の可能性のある記録を抽出するために用いた３条件のいずれかに該当する者（約 2 万件の戸

別訪問の対象者を除く）については、注意喚起を行う文書を同封。当該文書には、特に注意して確認いただきたい  

該当部分を朱書きで表示した被保険者記録を掲載。 

・回答票：全員に送付。注意喚起文書を同封した者とそれ以外の者について異なる色を用いる。 

・返信用封筒：全員に送付。注意喚起文書を同封した者とそれ以外者について異なる色を用いる。 

 

○ 回答とその後の事務処理 

 ・回答は、注意喚起文書を同封した者については、「もれ」や「誤り」の有無にかかわらず全員から回答をいただく。それ以外の者につ

いては、「もれ」や「誤り」がある場合にのみ回答をいただく。 

 ・お知らせを確認いただいた結果、「もれ」や「誤り」がある場合には、郵送で回答をいただき、社会保険事務所において調査を行い、

結果の回答、必要な記録の訂正等を行う。 
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うち領収書等し
かなかった件数

３，２９７件５５件 ２３５件 ５７１件 １，５４１件 ２，４８０件

２０，４９３件

４，４１５件 ５，６７３件 ６，８３６件 調 査 中

６，９７８件 ８，８６３件 ９，８０３件 １３，８２４件 １７，３４３件

オンライン上に納付
記録はないが、領収
書等により納付記録
を訂正した件数 ８４件 ４５５件 １，７０５件 ４，４８７件

（累計） （累計） （累計） （累計） （累計）（累計） （累計） （累計） （累計）

平 成 21 年 10 月 16 日

社 会 保 険 庁

被保険者等が保有する資料に基づき国民年金の納付記録を訂正した事例について

１８年１２月 １９年　３月 １９年　６月 １９年　９月 １９年１２月 ２０年　３月 ２０年　６月 ２０年　９月

までの件数 までの件数 までの件数 までの件数

２０年１２月 ２１年３月

までの件数 までの件数 までの件数 までの件数までの件数 までの件数
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Ⅰ

２０，４９３件 （平成２１年３月までの累計）

Ⅱ

６，８３６件 （平成２０年１２月までの累計）

Ⅲ これらの件数の事例
１．訂正月数

１か月分 ～ １０２か月分

２．訂正に係る期間
昭和４０年代後半に多い傾向が見られる

３．年金受給権の裁定の状況
今後裁定を受ける方　　　：　　２，５１０人
既に裁定を受けた方　　　：　　４，３２６人

４．領収場所　（一部重複があるため合計は６，８３６件にはならない）
市区町村　（納付組織を含む）　　 ：　
金融機関 ：　
郵便局 ：　
社会保険事務所 ：　
不明 ：　

 （一部重複があるため合計は６，８３６件にはならない）
領収書 ：　
年金手帳 ：　
領収済証明書 ：　

６．記録訂正に係る期間の前後１年間の住所変更の有無
（一部重複があるため合計は６，８３６件にはならない）

あり ：
なし ：

　

８０４件

平 成 21 年 10 月 16 日

社 会 保 険 庁

被保険者等が保有する資料に基づき国民年金の納付記録を訂正した事例について

　オンライン上に国民年金の納付記録はないが、被保険者等が保有する領収書等によ
り、納付記録を訂正した件数

　オンライン上に国民年金の納付記録はないが、被保険者等が保有する領収書等によ
り、納付記録を訂正した件数（20,493件）のうち、社会保険庁や市町村の資料では納付
記録の確認ができなかった件数

４，６８６件
１，８３８件

(3) 　市町村又は社会保険事務所が発行した納付書の記号番号が、当該被保険
 　 者の国民年金手帳の記号番号と異なったことによると考えられるもの。  １３３件

１０５件
１０８件

５．記録訂正に至った被保険者等が保有していた資料

４，０４４件
３，２９１件

２０６件

３，０７４件
４，４６７件

７．被保険者等が保有していた年金手帳や領収書などからある程度推定できる記録訂正が必
要となった事由

(１) 　当時、市町村に保険料を納付したが、保険料納付に係る期間が誤って未加
　　入期間等とされていたことによると考えられるもの。　　 　　　　 　    　　　２２３件

(2) 　国民年金手帳の印紙検認台帳が切り離されておらず、市町村から社会保険
   事務所に送付されていなかったことによると考えられるもの。　　　 　 　　　８３４件
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